













































































第1次産業 第2次産業 第3次産業 第1次産業 第2次産業 第3次産業
1970年 5．0 37．3 57．1 19．6 35．3 45．1
1975年 5．0 36．0 59．0 153 353 49．4
1980年 3．3 36．1 60．6 12．8 35．0 52．2
1985年 3．1 36．3 60．6 10．7 33．4 55．9
1990年 2．5 36．1 594 9．1 32．8 58．1
1995年 2．0 33．5 64．5 7．8 33．7 58．5
2000年 1．7 323 66．0 6．8 313 61．9
出典：『国民経済計算年報』経済企画庁
上記表は実質国内総生産と就業者数の産期1」
構成比を1970年から5年単位で追跡してい
る。ベティ＝クラークの法則は、経済発展に
伴って第1次から第3次までの労働力の重心
が移ると述べている。わが国では高度経済成
長期の終盤、1970年には就業者の20％近く
は農業をはじめとする第1次産業での生産に
従事していた。2㎜年の時点では、第1次産
業で働く就業者の比率は7％を切っている。
しかも付加価値べ一スで測定すれば、構成比
は1．7％という状況であることが理解できる。
実質国内総生産であれ就業者数であれ、第
1次産業の落ち込みは第3次産業が吸収して
いた形になっている。第3次産業では、両構
成比ともに60％を優に超えている。第3次産
業の進展と比べれば、製造業に代表される第
2次産業では両指標ともに若干の低下傾向が
認められる。過去30年間、第2次産業は激
しい構造変化に見舞われなかったのだろうか。
やはり3分法の限界がここに顕れていると考
えることができる。
　そこで製造業に焦点を当て、この産業が経
験した地殻変動の様子を探ることに転じてみ
よう。製造業と一口に言っても、製品や製法
を異にする多くの産業からなっている。そこ
で製造業翼下の各産業を適切な基準で色分け
し、産業グループ間の発展パターンの差異を
見る必要があり、軽工業と重工業とに2分し、
軽工業対重工業の付加伍値額比を算出した。
その結果をホフマン比率指標で分析してみる
とわが国の重化学工業は1960年代後半に
本格化したということができる。また、わが
国は投資財生産に重点を置いた産業構造を持
っということができる。（注1）しかしながら、
経済低迷の今日にいたってとはいえないが消
費財、投資財への産業配置が経済的に見ても
っとも適切な内容であるか問題の残るところ
である。産業のグループ化により、製造業が
かってたどって来た道を確かめることはでき
る。ところが現在の進行方向は必ずしも過去
の延長戦上にあるとは限らない。そこで視点
を変えて、製造業各産業を生活関連型、加工
組立型、素材型産業に配置しなおしたのち、
総付加価値額に占める3産業のウエイトは
15％，55％，3（P／eと成っている。時系列的には生
活関連産業や加工組立産業は安定的に推移し
ていることが分かる。このような産業分類に
従えば、わが国の製造業の高度化は成熟期を
迎えたといえる。さらに経済のソフト化の傾
向が強く確認され1990年代半ばに向かって
上昇を達成し製造業の付加価値率は38％を
ピークにその痕跡を残している。以下
　　①産業組織の現状
　　②ハーフィンダール指数による市場集
　　　　　中率
　　③競争指漂の限界
　　④グローバル化とソフト化
　　⑤企業の戦略行動の分析およびコンテ
　　　　スタビリティ理論に及ぶ考察
が十分に検討されることが望ましいところで
あるが、本稿ではモデル構築の環境的な分析
対象として考察することに留めておくことに
する。
2　製造業における活性化のためのネットワ
ーク・
　次に産業ネットワーク構造の変化を論じ、
その活性化の試論的提案を具体的に検討して
ゆくことにする。最初に産業ネットワーク構
造の変化について以下1997年UFJ総合研究
所の調査レポート「産業連関表によるわが国
の産業ネットワーク構造の変化と将来展望」
要旨から問題の確認を行っていく（引用：参考
文献7）
2・1「産業連関表によるわが国の産業ネットワ
ーク構造の変化と将来展望」
〈要旨〉
〈産業構造分析の現状〉
○従来、産業シェア等を用いて構造分析を行
　った事例は多いが、多様な産業部門間相互
　の取引を集計した産業連関表を充分に活
　用して産業構造を解明する試みはほとん
　どない。本稿では、産業間ネットワークの
　重要性の高まりを踏まえ、この点に着目し
　て、わが国における産業ネットワーク構
　造の過去と現状を分析・比較することによ
　り、将来の産業ネットワークがどう展開
　するかを展望してみた。
〈産業ネットワーク構造の特徴＞
0平成6年の産業連関表（延長表）の最新デ
　ータを用いて、部門間取引額が約5千億円
　以上、約1兆円以上、約2兆円以上の3段
　階に分けて、取引関係を対象とした。あわ
　せて平成2年、昭和60年時点のネットワ
　ーク構造を同様に分析し、経年変化を分
　析した。これをもとに産業ネットワー
　ク構造を以下の通り、4つの視点から考
　察し、特徴ある業種と全体的傾向を抽出し
　た。
（1）．産業チェーンの多重性
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最終消費財・サービスを提供する産業を
頂点として、そこに至る部門間取引が多
くの階層にわたる長い産業チェーンを構
成するもの（自動車等の部品点数が莫大
となる産業）と、短いチェーンで完結す
るもの（衣服、事務用品、道路貨物輸送
など）がある。今回の分析からは、時代
の流れのなかでいくつかの取引関係の変
化が少しずつネットワーク構造を変え
つっあることが確認できる。
（2）．部門間の大規模な取引の流れ
　　　部門間取引額が約2兆円以上の大動
　脈を形成する部門間取引の中では、平成
　2年と比較して、“補修”や“修理”、
　あるいは“投資”から“賃貸”へといっ
　た堅実型、低リスク型の産業部門におい
　て増加傾向が見られる。また、電子部品
　系の産業間の取引が相互の新部品を活用
　しつっ多様な商品開発をしていることを
　反映して増加している。
（3）．双方向ネットワーク性（強連結性）
をもっ産業群
　　ネットワークが一方向のみではなく双
　　方向となるものや数個の部門を一巡する
　循環的な形態を構成するケースがあり、
　　これらを強連結と呼ぶ。こうした産業群
　　の核となる産業部門が、従来では自動車
　部品や卸売であったが、最近ではそれら
　　を核とする強連結関係が消滅し、代わっ
　　て“その他の対事業所サービス”を核と
　　した産業群が誕生している。
（4）．ハブ的産業特性
　他の多くの部門と取引関係を有するもの
　を産業のハブとして位置づければ、従来
　では“卸売”が際立っていたが、近年は
　ハブ機能が徐々に後退している。代わっ
て増勢著しい産業として、電子・電気の
部品・機器、ならびにR＆D関連のサー
ビス業が台頭している。
〈今後の産業構造展望〉
○最近の急激な情報通信技術の発達や環境問
　題への対応の高まりにより、企業の事業活
　動分野、事業形態が多様化しつつある。さ
　らにはボーダーレス時代における競争力
　確保に向けた低コスト化志向の各種の新
　たな企業戦略（製販同盟、アウトソーシン
　グなど）がより一般化するものと期待され
　る。こうした結果、産業ネットワーク構
　造に多面的な影響を及ぼすこととなろう。
0産業チェーンとしては、仲介型の産業を経由
　しないでも事業運営が可能となるため、結果
　的に垂直的なチェーンが短縮されることが考
　えられる。また、現在大規模な取引の流れが
　見られる分野については、規制緩和の導入等
　により競争が高まり、流れが分散化すること
　となろう。さらに、企業が得意分野に自身の
　事業を特化させ、周辺関連部分をアウトソー
　シングすることが定着すれば、双方向での連
　結性を強める産業群が色々な分野で増加する
　と見通される。そうしたことが相まって、機
　能部品的作業やR＆D関連産業がハブ的産業
　特性をより高めるよう推移するものと予想さ
　れる。
以上の調査結果と製造業活性化のための研究
結果について考察し産業ネットワークの次世
代に対する要件を検討し企業の戦略行動の活
性化を探求する。
上記ネットワーク構造の変化とは産業経済的
な観点において正確な分析が行われているこ
とをうかがい知るものである、従ってそのネ
ットワーク構造に着目し現状での「系列」と
して形成された関係の枠組みをIT化による
崩壊として論じるのではなく次世代のネット
ワークへのシフトと位置づけ、次世代へのパ
ラダイムについて検討する意図を持つことで
考えてみた。
　まず情報化と情報の特性について再確認し
ておくと、
　　①情報は複製が可能
　　②情報は共有が可能
以上のような絶対的な特性を持つものである。
従って市場での情報取引は独特の形態を取る
ものであり具体的には知的財産権などの法的
保護が加えられたり、コピーを禁止するため
にオリジナルにプロテクトをかけるなどが凝
らされている。このことは情報の生産活動と
いった分野で人的活用、資本の投入が一時的
な問題で終わってしまうからであり情報技術
とは経済社会的な意義についても技術的に解
決しなければならないものである。さらに情
報の価値を維持することで社会基盤としての
有効な政策を必要とすると考えることができ
る。混沌とした背景での問題抽出は本稿の範
囲ではないので情報化に視点を絞り製造業を
例に今日的課題といわれている問題に言及し
ていくことにする。
2・2オペレーション統合の検討枠組み
　1960年代を端緒とした製造関連業務処理
のコンピュータ支援は、その後のコンピュー
タ関連技術の発展に伴い加速度的に進展した。
特に製造作業業務の自動化は究極にまで試作
されEAが経営戦略上の用語にまでなった。
その後、LANに代表されるデジタルネット
ワーク技術の発展と相関し個男1」機能のコンピ
ュータ支援に基づいた自動化を統合しCIM
やSISなどの統合システム概念が提案された。
さらにインターネットの一般社会への普及と
ともにEコマースの飛躍的発展が見られた。
近年では、従来の情報化である組織内部での
業務情報化から関連企業間の情報およびロジ
スティック・Eコマースなどによる連携的統
合システムSCMが注目されている。このよ
うな製造業の情報化に即して大阪市立大學大
学院　大田　雅晴教授の提案（引用：参考文
献2）を戦略行動の視点への準備として考
察することを試みた。
　同教授の提案の第一はサプライ・チェーン
を合理化・効率化する際の数々の経営課題解
決指針となるプロダクション・マーケティン
グ・マトリクス（PMマトリクス）が提示さ
れてきた。また、製造業者に対しての最も重
要な戦略情報の活用としてデマンド・チェー
ン・マトリクスを提案してきた。その内部的
使命は情報の流れが製品製造業者への適切な
部門へと提供され迅速な受理と計画・管理さ
れなくてはならないものである。従ってその
時点でのマトリクスのカテゴリは「情報の正
確閏、つまりその情報が顧客もしくは市場の
真のニーズをどの程度正確に表しているかの
視点から4タイプに分類されている。PMマ
トリックスおよびデマンドマトリックスは、
供給タイプを軸の一っとして持つことにより、
両マトリックスを用いて以下の軸によってキ
ューブを構成することでさまざまな興味深い
示唆を提供してくれる。
　キューブ構成の3軸　・
　　①デマンド・チェーン戦略
　　②サプライ・チェーン戦略
　　③製品企画・設計戦略
　各軸のカテゴリ（4タイプ）
　　①Mtype　1郵便・電話・特定個人間
　　　　Mtype2インターネット
　　　　M砂pe3サプライ・チェーン
　　　　Mtype4包括情報
　　②S－type　11企画・設計・製造・販売（受
　　　　注形態のみ）
　　　　S・tppe2企画・設計ノ製造・販売（見
　　　込形態受注形態）
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　　　　S・type　3企画・設計・製造1販売（見
　　　込形鰻受注形態｝
　　　　　S・砂pe4企画・設計・製造・販売
　　　（見込形態のみ）
　　③P・砂pe1個別製造形態
　　　　P・1ype2バッチ製造形態
　　　　Ptype3フリーライン製造形態
　　　　P・1ype4連続型製造形態
以上提案されているキューブの各軸とカテ
ゴリの内容について触れたものであるが、3
次元キューブの中で64個のカテゴリの四角
形が整然と並んでいることになる。早計では
あるが、製造業の企業形態はさておきいずれ
かのポジショニングがされるとすれば、企業
の戦略行動の優位性をどこへ求めるかによっ
て将来の質的な活動に大きく影響を与えるの
ではないかと予想されるものである。
2・3オペレーション統合と次世代のネット
ワーク　　　　　　　　1
　ネットワーク基盤の進展がもたらすものと
して予想できるものは柔軟な主体問関係の形
成を可能にするだろう。近年の製造業は、高
水準な製品に対応し、グローバル競争下での
コスト競争力を維持し続けるためにますます
分業化と専門化が進展している。このような
状況下では、一っの製品の販売にまで至るま
でのプロセスには今まで以上に多くの主体が
係り、その主体問のネットワーク形成を競争
力維持のために行わなくては成らないとする
ならば、その形成にかかわる仲介機能が重要
となる。そしてそのネットワーク下で、開発、
企画、設計、生産、販売のそれぞれの機能が
分業されるとなれば、そのオペレーションを
合理的、効率的に行うためのネットワークを
前提としたオペレーションマネージメントシ
ステムが必要となるだろう。以上企業事例の
研究に基づいてはいない点、いくっかの仮説
的要素が含まれているとしても法制度上の問
題は前提とせずに競争化の企業活動を考える
と合理性・効率性・経済性・競争力の点で最
も優位なネットワークを形成し環境変化にお
いての適応もITによって瞬時に解決できる
方法を求めざるを得ないと予想できる。
3　　情報技術と企業間関係についての考察
　前述の産業構造パラダイムにおいてのシフ
トについて情報技術が基盤伎術として確立さ
れた時点で、従来の構造の変化というものは
「情報化」という戦術的環境変化への適応手
段として強く意識されるものでは無かったか
のように記憶しているが、今日では情報技術
のインパクトを経営的側面から研究する分野
が存在している。従来の慣習や信用関係に支
えられていた「系列」に対してその変化に対
していったいどのような理解をするべきなの
か十分な分析がされるべき点である。その解
答の道標として、横浜国立大学の竹田陽子助
教授の「企業関係のタイプ」についての草稿
（引用：参考文献　6）を参考にすると、経
営課題の中のコミュニティー化の問題が非常
に具体化されて解説されている。その企業間
関係のタイプは企業の戦略行動の選択的企業
関係と考えたとき前述の「統合的オペレーシ
ョン」における質的選択に該当するものであ
りその主体を主導的な企業であっても系　牝
の企業の主体であっても同様な問題として捉
えることが可能になってくると分析できる。
従って、その関係の要点にっいて企業戦略の
転換あるいは情報技術による計量的背景から
意思決定が可能な前提の分析対象として考察
することにする。
　3－1情報技術が企業間関係に与える影響
情報技術のインパクトを経営という側面から
研究する分野では、情報技術の企業間関係に
もたらす影響には2っのパターンがあると考
えられている。第一は、さまざまな製品やサ
一ビスがネットワーク上で、より効率的に取
引されるようになるという「電子市場」（出
典：参考文献6）である。第二は、情報技術
の支援によって企業間におけるコラボレーシ
ョンをより強力にするという「電子チーム」
（出典：参考文献6）である。情報技術のイ
ンパクトが電子市場あるいは電子チームのい
ずれに働くかを決める要因としては、ある企
業間関係においての赫1」用できる経営資源へ
の投資が大きいほど、情報技術はチーム活動
を支援する方向に使われるということが言わ
れている。（出典：参考文献6）また、製品の
標準化がすすんでいたり、コード化がおこな
いやすい製品であるほど、電子市場で取引さ
れる可能性が大きくなる。しかし、取引特殊
投資や製品の特性は、企業の意図するところ
というより、その結果であり、そもそも企業
が何を求めているかを語っていない。
　より本質的には、電子市場の意味するとこ
ろは、「多様な主体が結びつくことによって得
られるメリット」を追求するために情報技術
を利用するという方向であり、電子チームは、
緊密な双方向のコミュニケーションにより企
業間で「精緻に調整することによって得られ
るメリット」を追求するために情報技術を利
用するという方向にあるといえるであろう。
　多様な主体が結びつくことによって得られ
るメリットとしては、取引先候補が増えて、
安くて品質の良いサプライヤーが探せるとい
う例が挙げられる。さらに重要な現象は、異
????????????????????
質な主体同士が出会ったときに思いがけない
要因が発見できたり、それぞれ異なる文脈に
あった知識が結合することである。言うまで
もなく、インターネットの広がりは、多様な
主体が結びっくことを従来に比べて容易にし
ている。
　一方、企業間で密接に双方向コミュニケー
ションをし、精緻に調整していくことによっ
て、完成度の高い複雑な製品やサービスを生
み出していくことができる。また、そこで醸
成される関係特殊知識や、企業間学習のため
’のルーティンといったものは貴重な経営資源
になる。このような企業間における精緻な調
整も、音声、画像、動画、3次元CADとい
った多様なデータをネットワーク上でやりと
りする技術によって支援できる可能性が広が
ってきている。
　この2つの方向性は、必ずしも背反するも
のではない。特に最近の情報技術の発達は、
後に述べるように多様な主体と結合しつっ精
緻な調整をおこなう可能性を高めつつある。
従って、電子市場か電子チームかというダイ
コトミー（二分法）ではなく、図1に示すよ
うに、企業間関係において、多様な主体と結
びつくメリットを追求するかどうか、精緻な
調整によって得られるメリットを追求するか
どうかという2つの軸で、4つの企業間関係
のタイプを考えるほうがより建設的なインプ
リケーションを得られよう。
　IT利用のフロンティアは、多様な主体の結
合と精緻な調整の両方のメリットを得られる
　（図1の④）世界をいかに実現させていくか
である。図1　企業間関係の4つのタイプ
　　精緻な調整をおこなうメリット
求めない　　　　　　　　　　　　　求める
②多様な主体結合の追求
@’ヲラネットの溝化→夢加企粟の拡六
｡　　一　一　■　冒　冒　　■　■　　■　■　一　一一　騨　　一　騨　　薗　，　一　，　一　　一　一　一　　一一　一，　一　　幽　轄　　幽　一
E製這粟におけるサブライヤーのタイブ
④多様な主体結合と@　　精緻餐調奪の両立　　　　　　　　　．　・　．一、　　　　　≒i．　　　　　　．・．
@　　　　　　・・’・二・礼・乱1三．｝，，　一　一　噂　騨　一一ロー　騨　一　卿　卿　一　一　暉一　一　雪　一　冒　一　■一　，　陶　轄　岬　一，
f製這巣におけるサブライヤーのタイ
1榎準的な部品の製遣・技術の提f共 高い調整能力を書寄右ながら@．幽　　　　　　1－　　　　　　7：　　、
H．敵な要素書支術α）視「共 例．脱系ヲ味EMS
①相手が決まっており@　　調整が少なし、状態
黶E＝2ラネットの初期の状態雪　9　一　一　一　幽　　噸　一　　一　一　一　一一　一　一　一　　一　　一　一　一一　　一　　一　一　　一一　一　一　一　　一　　一　　一　一
E裂追薬におけるサブライヤーのタイゴ
@　　　単純な下匪寳け
③決まった相手との@　　精緻な言周整の追求
黶fプラネットの遙化→リッチで双方向一．＿＿＿一＿＿＿一＿の」査銀棄携＿一一’製這集におけるサブライヤーのタイ
@　　定顧客への高い言同整能：わ
@　　o承董懇’　βo　　　　｝　ヤー
65
66
3－2多様な主体の結合と精緻な調整：流通業
と製造業における事例
3－2－1流通ネットワークの事例
　1985年の通信自由化によって異企業間の
取引情報を仲介するVAN（value　Added
Network）と呼ばれるネットワークが多くの
業界で誕生したが、歯磨粉や洗剤などの日用
雑貨品の業界では「プラネット」（出典：参考
文献6）が創設された。もともとメーカーが
端末を共同利用するという発想で生まれたプ
ラネットは、当初はわずか8社のメーカーと
主要な卸売業者を結ぶネットワークであり、
そこで交わされるデータも販売の報告や発注
データなど限られていた。図1①の決まった
相手との単純なデータ交換に使われていたと
言えよう。
　プラネットはその後、順調に参加メーカー
と接続先の卸の数を増やし、現在の参加メー
カーの数は200社を超える。卸が量販店の要
求に応えて多様な商品を取り扱わなくてはな
らなくなったことを反映して、乾電池、ペッ
トフード、薬など日用雑貨とは異なると思わ
れてきた業界のメーカーも参加し始めた。多
様な主体が結合する図1②の企業間取引のイ
ンフラストラクチャとして成長したと言える。
　②の世界としては、近年、インターネット
上にBtOB　（ビジネス・トゥ・ビジネス）
のEコマースが多数出現しているが、システ
ム化に欠かせない製品コードや取引手順とい
ったものを標準化する段階で困難に直面して
いる。もともと業界に根ざしていたプラネッ
トは、参加企業とコミュニケーションをとり
つつ、受け入れられる標準をつくり出すこと
ができた。今後はインターネットを利用する
ことにより、さらに参加できる企業の幅を広
げようとしている。
　また、プラネットは、定型的なテキスト・
データの交換だけでなく、商品の説明や商談
など、画像や非定型なデータを含めた双方向
的なコミュニケーションを業界内でおこなう
ことを試み始めている（図1③）。その行き着
く先は、業界の境界が拡大する中で定型的な
データ交換以上のことをおこなう世界（図1
④）であるが、プラネットがそのように進化
するかどうかは、参加する企業が今までにな
いビジネスのあり方を切り開いていくかどう
かにかかっている。
　3－2－3加工組立型製造業のサプライヤー関
係と情報技術
　自動車や電機といった加工組立型製造業は、
さまざまな特性をもっ部品やサービスを調達
する必要があるため、サプライヤーのタイプ’
も多様である。まず、標準的な部品の製造や
技術の提供に特化した企業は、さまざまな企
業と取引するため図1②に位置する。これに
対して、特定の企業に対して部品やサービス
を提供する一般に下請けと呼ばれる企業群が
ある。最も単純な下請は、親会社から製造す
るべき部品や加工を詳細に指示される図1①
のかたちである。
　ところで、日本においてこれらの産業の成
長する要因となったのは、単純な下請けでは
なく、顧客が仕様を示すだけで細部を設計す
ることができるなど（承認図）、自らの技術力
と顧客との艦力に優れたサプライヤー群
である。当初は顧客に言われたとおりに製造
していたサプライヤーが、次第に開発の一部
を担うようになることで、顧客との精緻な調
整が必要になり、図1①から③へ進化してい
ったと考えられる。
　また、もうひとっの進化したサプライヤー
のかたちとして、他社に簡単にまねされない
高度な要素技術を持っことで世界中の顧客を
相手にし、標準部品とは違った理由で図1②
に位置している企業群も存在する。
　さて、情報技術の利用可能性について考え
てみると、②にある標準的な部品の製造・技
術提供は冒頭で述べたとおり、電子市場で扱
いやすい製品である。インターネット等を利
用し、取引相手の探索費用と取引に伴う間接
経費を削減することを通じて、さまざまな企
業が結びつく可能性を広げることができる。
　一方、同じく②にある高度な要素技術のサ
プライヤーは、探索費用や取引に伴う経費に
対して提供する製品・技術の付加価値が高い
ため、企業間取引における情報技術の活用は
さほど重要ではないかもしれない。③にある
特定企業との調整能力を強みとするサプライ
ヤーも、取引相手が決まっているため対面コ
ミュニケーションで十分かもしれない。従っ
て、日本の製造業の強みが過去と変わらなけ
れば、情報技術の活用は切実ではないように
見える。
　しかし、特定の顧客に高い調整能力を持っ
ていた③のサプライヤーが規模と機会を求め
て多様な顧客を相手にする④へ進化する現象
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が見られる。延岡（引用：参考文献）はこの
ような現象を顧客範囲の経済性と呼んでいる。
　また、②に合った企業がより調整の必要な
部品や機能を提供するようになり、④へ進化
するという流れもある。北米で急成長してい
る　EMS　（El㏄tronic　Manufacturing
Service）と呼ばれる企業群は、元来はパソコ
ン等のマザーボードのアッセンブリという単
純なサービスをさまざまな顧客に提供してい
たが、製造工程全体、調達、さらには製品開
発やメンテナンスなどに機能を広げ、顧客と
のコミュニケーションは非常に密接になって
いる。EMSが承認図部品のサプライヤー（③）
と異なるのは、調整能力を高めても取引先の
多様性を維持している点である。
4　意思決定支援技術モデル構築の検討
現代の意思決定支援における課題は、今ま
での考察から予想できるように、ネットワー
ク環境における企業コミュニティーのシステ
ム的概念の研究から導き出されるような意思
決定モデルの体系あるいは支援システムの構
築モデルである。（出典：参考資料3）そこで
H・Aサイモンの意思決定科学体系に基づい
た理論背景とそのモデルを整哩することから
手始めに現代の情報技術における解決を模索
してきたわけであるが、具体的な方法論は以
下のモデルにおいて尽くされているといって
よい。情報技術がDSS（DeciSion　Surport
System）として経営課題の解決に導入され始
めてデータウエアハウスおよびデータマイニ
ングの情報利用概念が確かな戦略的意味合い
を持って提供されることになってきたわけで
ある。その一覧は以下のように整理できるだ
ろう（表2）
表2　分析の類型とソフトウエア・パッケージ
多次元データ分析
ドリルダウン 立体状のデータベースから関係を掘り下げる
What置分析 仮定又は前提条件の変化が及ぼす結果の試行
Goal－S㏄k分析 モデルの目的置を所与として、実現の変数置
統　　計　　的　　手　　法
主成分分析 多次元データ次元を変換し主要軸を取り出す
クラスター分析 データの類似性を発見する
相関係数と回帰分析 データ問の類似性に着目し関係性の強さを観る
さらに上記解析モデルに加え、状況に即応し
た数学モデルが今日まで検討されてきた。
ここでは、ネットワーク環境における意思決
定問題とコミュニティー形成の理論として戦
略決定の環境を明確に認識することで事業の
生き残りや優位性の維持を図ることが可能な
モデルの要素について考察することであった。
一つは主体的な企業組織の製品販売から取引
先における従来の関係の変化をネットワーク
化された情報資源の整理と商取引実行の指標
としての戦略的海図でありもう一っは商品の
機能標準を産業全般にわたり統一化された基
準による質的関係性に基づく競争戦略のモデ
ルの中での製品選択や企画・販売までもとり
こもうとする戦略的なビジネスモデルを導く
ものであると考えた結果、情報技術利用にお
ける戦略の環境変化における戦略モジュール
の策定とその選択が緊急課題として予想され
るわけである。そこでITの戦略活用として
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ミドルにおける意思決定モデルとして確立さ
れつつあるデータ主体の意思決定支援、およ
びコスト計算モデルが企業に蓄積された従来
の文書記録や顧客記録に頼ることなく数値化
されたデータベースシステム（データウエア
ハウス）や統合的な分析モデルの構築と代替
モデルの開発。さらに分析モデルの蓄積され
たシステム構築によってリスクの軽減や競争
の優位性が獲得できる機会なりうるものであ
る。またトップにおいては、たとえばAHP
分析のようなモデルの適用や他社戦略事例か
ら蓄積された応用的ITモデルの利用によっ
て解決の糸口とすることができる。また、こ
れまで考察してきたネットワーク基盤におけ
る戦略企画の標準と企業間関係の変化という
早急に解決を図り組織を存続すべき問題の融
合を戦略モデルや意思決定モデルの導入を実
現することで問題の障壁を取り除くことがで
きると期待している。最近の支援技術例では
短期貸し出し金融業の「与信管理jのIT活
用などもあげることができる。さらに今後の
研究はネットワーク活用の意思決定支援と戦
略モデルの研究を待つことになる。
しくみ」技術評論社、p169’p179、2002年
10月
［5］新庄　浩二編「産業組織論」有斐閣、
p85。p102
［6］竹田　陽子　　　　　　　　　：
ht　：〃www　okotakeda　oom　a　r　asO1
0．htm1
［7］UFJ総合研究所f産業連関表によるわ
が国の産業ネットワーク構造の変化と将来展
望」調査レポート、1997年
注1：ホフマン比率
ホフマン比率＝消費財産業製品出荷額／消費財産業
製品出荷額
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